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第３節 安全運転の確保

1運転免許保有者数及び運転免許試験の実施状況
⑴運転免許保有者数
平成２３年１２月末現在の運転免許保有者数は，前年
と比べて約２１万人（０．３％）増加して約８，１２２万人と
なった。このうち，男性は約４万人（０．１％）減少
して約４，５４５万人，女性は約２４万人（０．７％）増加し

て約３，５７７万人となり，その構成率は男性５６．０％，
女性４４．０％となった（第１―５表）。
また，年齢層別の増加数では，６５歳以上の高齢者
が約４４万人（３．４％）増加した。
運転免許の取得可能な１６歳以上の人口に占める運
転免許保有者数の割合は，７３．９％（男性８５．７％，女

年
保有者数 対前年増減率 人口に対する割合

全体
人員 構成率

全体 男性 女性 全体 男性 女性
男性 女性 男性 女性

千人 千人 千人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成１９年 ７９，９０７ ４５，４１３ ３４，４９５ ５６．８ ４３．２ ０．７ ０．４ １．２ ７３．１ ８６．０ ６１．１

２０ ８０，４４８ ４５，５１８ ３４，９３０ ５６．６ ４３．４ ０．７ ０．２ １．３ ７３．６ ８６．２ ６１．８
２１ ８０，８１２ ４５，５３９ ３５，２７３ ５６．４ ４３．６ ０．５ ０．０ １．０ ７３．９ ８６．３ ６２．４
２２ ８１，０１０ ４５，４８７ ３５，５２３ ５６．１ ４３．９ ０．２ －０．１ ０．７ ７３．７ ８５．８ ６２．５
２３ ８１，２１５ ４５，４４８ ３５，７６７ ５６．０ ４４．０ ０．３ －０．１ ０．７ ７３．９ ８５．７ ６２．９

免許種別
平成２３年 平成２２年

全体 うち男性 うち女性 構成率 全体 構成率

第
二
種
免
許

千人 千人 千人 ％ 千人 ％
大型 １，０４６ １，０３４ １２ １．３ １，０６８ １．３
中型 ９０７ ８７２ ３５ １．１ ９３８ １．２
普通 ２０５ １９９ ７ ０．３ １９９ ０．２
大特 ２ ２ ０ ０．０ ２ ０．０
けん引 １ １ ０ ０．０ １ ０．０
小計 ２，１６１ ２，１０７ ５４ ２．７ ２，２０８ ２．７

第
一
種
免
許

大型 ４，４６７ ４，３３３ １３３ ５．５ ４，４９５ ５．５
中型 ６７，０１２ ３５，３００ ３１，７１１ ８２．５ ６７，７４４ ８３．６
普通 ５，５１４ ２，９０１ ２，６１３ ６．８ ４，３５３ ５．４
大特 ３ ３ ０ ０．０ ３ ０．０
大自二 ４０ ３３ ８ ０．０ ４４ ０．１
普自二 ２１１ １６１ ５０ ０．３ ２２７ ０．３
小特 ７３ ３１ ４２ ０．１ ８４ ０．１
原付 １，７３５ ５８０ １，１５６ ２．１ １，８５３ ２．３
けん引 ０ ０ ０ ０．０ ０ ０．０
小計 ７９，０５４ ４３，３４２ ３５，７１３ ９７．３ ７８，８０２ ９７．３
合計 ８１，２１５ ４５，４４８ ３５，７６７ １００．０ ８１，０１０ １００．０

第１―５表 運転免許保有者数の推移 （各年１２月末現在）

注 １ 警察庁資料による。
２ 人口に対する割合（％）は，１６歳以上の人口に対する運転免許保有者数の割合（％）で，算出の基礎とした人口は，総務省の「国勢調査」及び「人口

推計」による。
３ 単位未満は四捨五入しているため，全体と内訳が一致しないことがある。

第１―６表 種類別運転免許保有者数 （各年１２月末現在）

注 １ 警察庁資料による。
２ ２種類以上の運転免許を受けている者については，運転免許の種類欄の上位の運転免許の種類によって計上した。
３ 旧法普通免許は中型免許に計上した。
４ 単位未満は四捨五入しているため，合計（小計）が内訳と一致しないことがある。
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（千人） （千人）

（千人） （千人）
0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,00001,0002,0003,0004,0005,0006,000

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000010,00020,00030,00040,00050,00060,000

運転免許保有率（％） 男年齢層別人口（千人） 運転免許保有率（％）女

運転免許適齢人口（109,908千人）あたりの運転免許保有率73.9％

年齢層別人口（千人）

16歳～19歳
4,889（千人)

1,064,892人（21.8%)

男女合計
109,908（千人)

81,215,266人（73.9%)

20歳～24歳
6,370（千人)

5,056,614人（79.4%)

25歳～29歳
7,219（千人)

6,578,358人（91.1%)

30歳～34歳
8,093（千人)

7,560,491人（93.4%)

35歳～39歳
9,712（千人)

9,129,650人（94.0%)

40歳～44歳
9,315（千人)

8,891,541人（95.5%)

45歳～49歳
7,966（千人)

7,375,016人（92.6%)

50歳～54歳
7,639（千人)

6,890,351人（90.2%)

55歳～59歳
8,320（千人)

7,058,227人（84.8%)

60歳～64歳
10,632（千人)

8,420,523人（79.2%)

65歳～69歳
7,861（千人)

5,460,805人（69.5%)

70歳～74歳
7,184（千人)

3,980,081人（55.4%)

75歳～79歳
6,143（千人)

2,335,856人（38.0%)

80歳以上
8,565（千人)

1,412,861人（16.5%)
1,223,081人

1,796,550人

2,728,670人

3,320,677人

4,786,533人

3,849,065人

3,661,036人

3,872,401人

4,636,575人

4,761,802人

3,958,897人

3,475,958人

2,740,137人

636,881人

189,780人

539,306人

1,251,411人

2,140,128人

3,633,990人

3,209,162人

3,229,315人

3,502,615人

4,254,966人

4,367,848人

3,601,594人

3,102,400人

2,316,477人

428,011人

45,448,263人 35,767,003人

年齢層
年齢層別総人口
保有者数(保有率)

運転免許
保有者数
（男）

運転免許
保有者数
（女）

2,909

2,679

3,335

3,758

5,218

4,128

3,819

4,004

4,704

4,926

4,106

3,672

3,254

2,511

53,022

5,656

3,464

3,848

4,103

5,414

4,192

3,821

3,962

4,610

4,786

3,987

3,547 

3,116

2,380

56,886

42.0%

67.1%

81.8%

88.4%

91.7%

93.2%

95.9%

96.7%

98.6%

96.7%

96.4%

94.7%

84.2%

25.4%

85.7%

3.4%

15.6%

32.5%

52.2%

67.1%

76.6%

84.5%

88.4%

92.3%

91.3%

90.3%

87.5%

74.3%

18.0%

62.9%

注　１　警察庁資料による。
　２　人口は，総務省の「人口推計（平成23年10月１日現在）」による人口である。
　３　人口の千単位は四捨五入しているので，合計の数字と内訳が一致しない場合がある。

性６２．９％）となり，年齢層別では，４０～４４歳の年齢
層が９５．５％（男性９８．６％，女性９２．３％）で最も多く，
次いで３５～３９歳の年齢層となった（第１―３５図）。
運転免許の種類別保有者数は，第一種中型免許
（旧法普通免許に相当する８トン限定中型免許を含
む。）保有者が約６，７０１万人で全体の８２．５％を占めた
（第１―６表）。
障害者の運転免許については，運転できる車両に
限定の条件が付されているものが延べ３０万３，３８３件，
補聴器使用の条件が付されているものが延べ５万
５，２６９件となった。
なお，平成２３年中の国外運転免許証の交付件数は

２８万７，９５１件で，前年に比べ１万４，４８７件（５．３％）

増加した。また，外国等の行政庁等の運転免許を有
する者については，一定の条件の下に運転免許試験
のうち技能試験及び学科試験を免除することとされ
ており，２３年の当該免除に係る我が国の運転免許の
件数は２万４，５８３件に上り，増減率で１０．０％減と
なった。
⑵運転免許試験の実施状況
ア 運転免許試験の概況
平成２３年中の運転免許試験の受験者数は２９０万６３１
人で，前年に比べて８万２，４０５人（２．８％）減少した。
また，合格者数は２０８万３，８８９人で，前年に比べて
４万２，７０３人（２．０％）減少した。このうち，普通免
許の受験者数は１７５万９，４２１人（合格者数１２２万７，０３１

第１―３５図 男女別運転免許保有者数と年齢層別保有者率
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（万人）0 50 100 150 200 250 300 350

原動機付自転車

二輪車
(大型二輪車及び
普通二輪車をいう)

普通自動車

全体 受験者2,900,631人

受験者1,759,421人

315,612人（81.9）

受験者385,138人

176,609人（58.1）

受験者303,891人

合格者2,083,889人（71.8）

1,227,031人（69.7）

注　１　警察庁資料による。
　　２　仮免許試験を除く。
　　３　（　）内は合格率（％）。

人）で，前年に比べ１．８％減少（合格者０．６％減少），
大型二輪免許及び普通二輪免許については３８万
５，１３８人（合格者数３１万５，６１２人）で，前年に比べ
０．１％減少（合格者２．２％減少），原付免許について
は３０万３，８９１人（合格者数１７万６，６０９人）で，前年に
比べ６．８％減少（合格者７．３％減少）した（第１―３６図）。
イ 障害者等の運転免許取得
障害者に対しては，安全運転を確保するために必
要な条件を付して運転免許を与えることとしており，
運転免許試験を受けようとする場合は，事前に運転
適性相談に応じ適切な助言を行うこととしている。
また，障害者等の運転免許の取得については，運
転への支障の有無を個別に判断する必要があること
から，障害者等に対する運転適性相談活動の充実を
図った。
聴覚障害者については，平成２４年３月までは，ワ
イドミラーの装着を条件に，普通乗用自動車を運転
することができることとされており，平成２３年末に
は４９７人がこの条件で普通自動車免許を保有してい
たが，平成２３年９月の道路交通法施行規則（昭３５総
理府令６０）の改正により，平成２４年４月からは，ワ
イドミラー又は補助ミラーの装着を条件に全ての普
通自動車を運転できることとなった。また，大型自
動二輪車，普通自動二輪車，小型特殊自動車及び原

動機付自転車も運転できることとなった。

2運転者教育等の充実
⑴運転免許を取得しようとする者に対する教育の充
実
ア 自動車教習所における教習の充実
ア 指定自動車教習所における教習の充実
平成２３年末現在における指定自動車教習所数は

１，３６６か所で，これらの指定自動車教習所で技能検
定に従事している技能検定員は１万８，８５８人，学科
又は技能の教習に従事している教習指導員は３万
３，０５２人である。
一方，平成２３年中に指定自動車教習所を卒業した
者は１５６万３，７２２人で，前年に比べ２，０９０人（０．１％）
減少したが，指定自動車教習所の卒業者で２３年中に
運転免許試験に合格した者の数は，全合格者（原付
免許等を除く。）の９６．６％を占めた。
指定自動車教習所は，常に教習水準の向上を図る
とともに，適正な運営により，安全運転に必要な技
能と知識はもとより社会的責任を身に付けた健全な
交通社会人としての運転者を養成するものでなけれ
ばならない。そのため，都道府県公安委員会では，
指定自動車教習所の教習指導員，技能検定員等に対
する定期的な講習や研修を通じ，その資質及び能力

第１―３６図 運転免許試験の概況（平成２３年）
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無免許・不明

181件（4.4％）58件（1.4％）
123件（3.0％）

132件（3.2％）
89件（2.2％）
114件（2.8％）

456件
(11.1％)

2,965件
(72.0％)

10年以上
10年未満
5年未満
4年未満
3年未満
2年未満
1年未満

合　計
4,118件

注　警察庁資料による。

の向上を図るとともに，教習及び技能検定等につい
て定期又は随時の検査を行うこととしているほか，
教習施設及び教習資器材等の整備等についても指導
を行っている。
また，交通状況の変化に迅速，的確に対応するた
め，常に教習内容の充実に努めている。
イ 指定自動車教習所以外の自動車教習所におけ
る教習水準の向上
都道府県公安委員会では，指定自動車教習所以外
の届出自動車教習所に対して必要な助言等を行い，
教習水準の維持向上を図った。
また，特定届出自動車教習所に対しても，教習の
課程の指定を受けた教習の適正な実施等を図るた
め，指導等を行った。
イ 取得時講習の充実
大型免許，中型免許，普通免許，大型二輪免許，
普通二輪免許，大型第二種免許，中型第二種免許又
は普通第二種免許を受けようとする者は，大型車講
習，中型車講習，普通車講習，大型二輪車講習，普
通二輪車講習，大型旅客車講習，中型旅客車講習及
び普通旅客車講習のほか，応急救護処置講習の受講
が義務付けられている。
大型車講習，中型車講習，普通車講習，大型二輪
車講習，普通二輪車講習，大型旅客車講習，中型旅
客車講習及び普通旅客車講習は，運転に係る危険の
予測等安全な運転に必要な技能及び知識について，
応急救護処置講習は，気道確保，人工呼吸，心臓
マッサージ等に関する知識について行われた。
都道府県公安委員会では，これらの講習の水準が
維持され，講習が適正に行われるよう，講習実施機
関に対し指導を行った。
平成２３年には，大型車講習を４０３人，中型車講習
を５９１人，普通車講習を１万２，１５４人，大型二輪車講習
を３５０人，普通二輪車講習を１，７５９人，大型旅客車講
習を８９２人，中型旅客車講習を４７人，普通旅客車講
習を１，７４７人，第一種応急救護処置講習を１万２，２７１
人，第二種応急救護処置講習を２，６２４人が受講した。
また，原付免許を受けようとする者に対しては，

原付の運転に関する実技訓練等を内容とする原付講
習が義務付けられており，平成２３年には１７万２０２人
が受講した。
⑵運転者に対する再教育等の充実
ア 初心運転者対策の推進
運転免許取得後の経過年数別に交通死亡事故件数
の内訳をみると，運転免許取得後の経過年数の短い
者（大部分が若者）が死亡事故を引き起こしている
ケースが多く，再教育が必要であることを示唆して
いる（第１―３７図）。
このため，初心運転者期間制度を設けており，普
通免許，大型二輪免許，普通二輪免許又は原付免許
を受けてから１年に達する日までの間を初心運転者
期間とし，この期間中にこれらの免許を受けた者
が，違反行為をして法令で定める基準に該当するこ
ととなったときは，都道府県公安委員会の行う初心
運転者講習を受講できることとするとともに，この
講習を受講しなかった者及び受講後更に違反行為を
して法令で定める基準に該当することとなった者
は，初心運転者期間経過後に都道府県公安委員会の
行う再試験を受けなければならないこととしている。
初心運転者講習は，少人数のグループ編成で行わ
れ，路上訓練や運転シミュレーター※を活用した危

※ 運転シミュレーター
運転者の適性を判断するための模擬運転装置。

第１―３７図 自動車等による死亡事故発生件数（第１当事者）
の免許取得後経過年数別内訳（平成２３年）
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険の予知，回避訓練を取り入れるなど実践的な内容
となっている。
イ 運転者に対する各種の再教育の充実
ア 更新時講習
運転免許証の更新を受けようとする者が受けなけ
ればならない更新時講習は，更新の機会をとらえて
定期的に教育を行うことにより，安全な運転に必要
な知識を補い，運転者の安全意識を高めることを目
的としている。この講習は，受講対象者の違反状況
等に応じ，優良運転者，一般運転者，違反運転者又
は初回更新者の区分により実施している。
各講習では，視聴覚教材等を効果的に活用するな
ど工夫するとともに，一般運転者，違反運転者及び
初回更新者の講習では，運転適性診断を実施し，診
断結果に基づいた安全指導を行った。平成２３年に
は，優良運転者講習を８６０万１５６人，一般運転者講習
を３００万２８０人，違反運転者講習を３７２万３，６６６人，初
回更新者講習を１１８万６，７０８人が受講した。
さらに，更新時講習では，高齢者等受講者の態様
に応じた特別学級を編成し，受講者層の交通事故実
態等について重点的に取り上げるなど，講習の充実
を図っている。平成２３年には，９万５３６人がこの特
別学級による講習を受講した。
また，一定の基準に適合する講習（特定任意講習）
を受講した者は，更新時講習を受講する必要がない
こととされている。特定任意講習では，地域，職種
等が共通する運転者を集め，その態様に応じた講習
を行っており，平成２３年には，８，００２人が受講した。
イ 取消処分者講習
取消処分者講習は，運転免許の取消し等の処分を
受けた者を対象に，その者に自らの危険性を自覚さ
せ，その特性に応じた運転の方法を助言・指導する
ことにより，これらの者の運転態度の改善を図ろう
とするものである。運転免許の取消し等の処分を受
けた者が免許を再取得しようとする際には，この講

習の受講が受験資格となっている。講習は，受講者
が受けようとしている免許の種類に応じ，四輪運転
者用講習と二輪運転者用講習に分かれている。講習
に当たっては，運転適性検査に基づくカウンセリン
グ，グループ討議，自動車等の運転や運転シミュ
レーターの操作に基づく指導を行うなど個別的，具
体的な指導を行い，運転時の自重・自制を促してい
る。平成２３年中の取消処分者講習の受講者は２万
９，５９７人であった。また，平成２３年６月から，一部
の府県において，飲酒運転違反者に対し，飲酒行動
の改善等のためのカリキュラムとして新たに，アル
コール使用障害に関するスクリーニングテスト
（AUDIT※），ブリーフ・インターベンション※等を
盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）の試行
実施を始めた。飲酒取消講習は，飲酒運転違反者に
対してより効果的な教育を行うことを目的としたも
ので，平成２５年度を目途に全国実施を行うこととし
ている。
ウ 停止処分者講習
停止処分者講習は，運転免許の効力の停止又は保
留等の処分を受けた者を対象に，その者の申出によ
り，その者の危険性を改善するための教育として行
われるものである。受講者については，講習終了後
の考査の成績によって，行政処分の期間が短縮され
ることとなっている。講習は，行政処分の期間に応
じて短期講習，中期講習，長期講習に分かれ，二輪
学級，飲酒学級，速度学級等受講者の違反状況等に
応じた特別学級を編成するなどして，その充実を
図っている。講習では，道路交通の現状，交通事故
の実態に関する講義，自動車等の運転や運転シミュ
レーターの操作に基づく指導等を行っている。平成
２３年中の停止処分者講習の受講者は３５万４２８人で
あった。
エ 違反者講習
違反者講習は，軽微違反行為（３点以下の違反行

※ AUDIT
世界保健機構がスポンサーになり，数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニング
テスト」。面接又は質問紙により，その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判断する。

※ ブリーフ・インターベンション
飲酒行動等の人の特定行動に変化をもたらすことを目的とした短時間のカウンセリング。
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為）をして一定の基準（累積点数で６点になるなど）
に該当することになった者に対し義務付けられてい
るもので，受講した者については，運転免許の効力
の停止等の行政処分を行わないこととしている。
講習では，講習を受けようとする者からの申出に
より，運転者の資質の向上に資する活動の体験を含
む課程又は自動車等の運転シミュレーターを用いた
運転について必要な適性に関する調査に基づく個別
指導を含む課程を選択することができることとして
いる。運転者の資質の向上に資する活動としては，
歩行者の安全通行のための通行の補助誘導，交通安
全の呼びかけ，交通安全チラシの配布等の広報啓発
等が行われている。平成２３年中の違反者講習の受講
者は１６万３０７人であった。
オ 自動車教習所における交通安全教育
自動車教習所は，地域住民のニーズに応じ，地域
住民に対する交通安全教育を行っており，地域にお
ける交通安全教育センターとしての役割を果たして
いる。具体的には，運転免許を受けている者を対象
として，運転の経験や年齢等の区分に応じたいわゆ
るペーパードライバー教育，高齢運転者教育等の交
通安全教育を行っている。こうした教育のうち，一
定の基準に適合するものについては，その水準の向
上と免許取得者に対する普及を図るため，都道府県
公安委員会の認定を受けることができ，平成２３年１２
月末現在，１万９３５件が認定されている。
⑶二輪車安全運転対策の推進
ア 普通二輪車講習及び大型二輪車講習
普通二輪免許を受けようとする者は普通二輪車講
習を，大型二輪免許を受けようとする者は大型二輪
車講習を受講することが義務付けられている。
イ 二輪車に係る特別学級の推進
取消処分者講習，停止処分者講習等において，二
輪免許を保有する者を対象とした特別学級の編成を
推進し，二輪車の交通事故の特徴や安全な二輪車の
運転方法等を内容とする講習を行った。
ウ 二輪免許交付時講習
主に二輪免許を新規取得した青少年層を対象とし
て，免許証が交付される間における待ち時間を活用
した二輪車の安全運転に関する講習を行った。

エ 二輪運転者講習に対する協力
警察では，各都道府県の二輪車安全運転推進委員
会が二輪車安全普及協会の協力を得て行っている二
輪車安全運転講習及び原付安全運転講習に対し，講
師として警察官等を派遣するなどの協力を行った。
⑷高齢運転者対策の充実
ア 高齢者講習等
高齢者は，一般的に身体機能の低下が認められる
が，これらの機能の変化を必ずしも自覚しないまま
運転を行うことが事故の一因となっていると考えら
れる。このため，運転免許証の有効期間が満了する
日における年齢が７０歳以上の高齢者には，更新期間
が満了する日前６月以内に高齢者講習を受講するこ
とが義務付けられている。
高齢者講習は，受講者に実際に自動車等の運転を
してもらうことや運転適性検査器材を用いた検査を
行うことにより，運転に必要な適性に関する調査を
行い，受講者に自らの身体的な機能の変化を自覚し
てもらうとともに，その結果に基づいて助言・指導
を行うことを内容としており，この講習を受講した
者は，更新時講習を受講する必要がないこととされ
ている。平成２３年中の高齢者講習の受講者は２０２万
５，９６５人であった。
また，運転免許証の更新期間が満了する日におけ
る年齢が７５歳以上の者については，運転免許証の更
新期間が満了する日前６月以内に，講習予備検査
（認知機能検査）を受けなければならないこととさ
れており，検査の結果に基づく高齢者講習が行われ
ている。平成２３年中の講習予備検査（認知機能検査）
の受検者は１１９万４，２６３人であった。
なお，一定の基準に適合する講習（特定任意高齢
者講習）を受講した者は高齢者講習を受講する必要
がないこととされている。さらに，コースにおける
自動車等の運転をすることにより，加齢に伴って生
ずる身体の機能の低下が自動車等の運転に著しい影
響を及ぼしているかどうかについて，都道府県公安
委員会の確認を受け，当該影響がない旨の確認書
（チャレンジ講習受講結果確認書）の交付を受けた
者は，簡易な特定任意高齢者講習を受ければよいこ
ととされている。
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イ 更新時講習における高齢者学級の編成
更新時講習では，６５歳以上７０歳未満の者を対象と
した高齢者学級を編成し，高齢運転者の運転特性や
交通事故の特徴等を内容とする講習を行うよう努め
た。
ウ 高齢運転者標識（高齢者マーク）の表示促進
高齢運転者の安全意識を高めるため，高齢者マー
クの積極的な表示の促進を図った。
エ 申請による運転免許の取消し等
高齢運転者が身体機能の低下などを理由に自動車
等の運転をやめる際には，本人の申請により運転免
許を取り消し，運転免許証を返納することができ
る。
また，返納した場合には，申請により運転経歴証
明書を交付している。
平成２３年１２月には，道路交通法施行令（昭３５政令

２７０）等が改正され，平成２４年４月より，運転経歴
証明書の交付を受けられる期間が，運転免許証を返
納してから５年以内にまで延長されるとともに，記
載事項の変更の届出や再交付の申請等に関する規定
が整備されることとなった。
平成２３年中の申請による運転免許の取消件数は７
万２，７３５件（うち７０歳以上は６万１，８４１件）で，運転
経歴証明書の発行件数は２万９，２０２件（うち７０歳以
上２万５，２１０件）であった。
⑸シートベルト，チャイルドシート及び乗車用ヘル
メットの正しい着用の徹底
シートベルト，チャイルドシート及び乗車用ヘル
メットの正しい着用を図るため，関係機関・団体と
連携し，各種講習・交通安全運動等あらゆる機会を
通じて，着用効果の啓発等着用徹底キャンペーンを
積極的に行うとともに，着用義務違反に対する街頭
での指導取締りの充実を図った。

⑹自動車安全運転センターの業務の充実
自動車安全運転センターは，道路の交通に起因す
る障害の防止及び運転免許を受けた者等の利便の増
進に資することを目的として，次のような業務を
行った。
ア 安全運転研修業務
安全運転中央研修所では，高速周回路，中低速周
回路，模擬市街路及び基本訓練コースのほか，ス
キッドパン※，モトクロス※，トライアル※コース等
の特殊な訓練コースを備えており，実際の道路交通
現場に対応した安全運転の実践的かつ専門的な知
識，技能についての体験的研修を行い，安全運転教
育について専門的知識を有する交通安全指導者や高
度な運転技能と知識を有する職業運転者，安全運転
についての実践的な能力を身に付けた青少年運転者
の育成を図っている。平成２３年度には，延べ２，０９８
人の研修を実施した。
イ 少年交通安全研修業務
安全運転中央研修所の附属交通公園では，幼児及
び小・中学校の児童・生徒を対象とし，歩行者及び
自転車利用者としての適正な交通の方法等について
参加・体験型の交通安全研修を行い，交通安全意識
の啓発を図っている。平成２３年度には，１万７３１人の
研修を実施した。
ウ 交通事故証明業務
交通事故当事者等の求めに応じて，交通事故の発
生日時，場所，当事者の住所，氏名等を記載した交
通事故証明書を交付した。
エ 運転経歴証明業務
運転者の求めに応じて運転経歴証明書を交付し，
運転者の利便を図った。運転経歴証明書は，企業等
における安全運転管理を進める上での有効な資料と
しての利用価値が高いことから，運転経歴証明書の
活用による具体的な安全運転管理の進め方について

※ スキッドパン
スリップを体験するための特殊路面。

※ モトクロス
自然な地形や自然に類似した路面状況で行われるモーター・サイクル競技。

※ トライアル
自然の障害物等を適切な技術を用いて乗り越え，失点の少なさを競うモーター・サイクル競技。
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の手引書を配布するなど，その活用を推進した。
また，運転経歴証明書のうち，無事故・無違反証
明書又は運転記録証明書の交付申請をした者（過去
１年以上の間，無事故・無違反で過ごした者に限
る。）に対して，証明書に加え SD（SAFE DRIVER）
カードを交付し，安全運転者であることを賞揚する
とともに，安全運転を促した。
オ 累積点数通知業務
交通違反等の累積点数が運転免許の停止処分又は
違反者講習を受ける直前の水準に達した者に対し
て，その旨を通知し安全運転の励行を促した。
カ 調査研究業務
加齢に伴う職業ドライバーの運転技能の変化に関
する調査研究，交通事故・違反特性とその後の事故
率の関係とその活用方法に関する調査研究を行っ
た。
⑺自動車運転代行業の指導育成等
平成２３年末現在，全国で８，７７８業者が都道府県公
安委員会の認定を受けて営業を行っている。自動車
運転代行業に従事する従業員数は８万２，９６０人，使
用されている随伴用自動車の台数は２万８，５６１台で
ある。
自動車運転代行業の業務の適正な運営を図るた
め，平成２０年２月に警察庁と国土交通省が連携し，
運転代行サービスの利用環境を改善するための施策
を「運転代行サービスの利用環境改善プログラム」
として取りまとめ，これに盛り込まれた施策を実施
した。
⑻自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性
診断の充実
事業用自動車の運転者の運転行動の改善を図るた
め，独立行政法人自動車事故対策機構等において適
性診断の受診が義務付けられている初任，高齢及び
重大事故惹起運転者に対し，適性診断を実施した。

⑼悪質危険な運転者の早期排除等
ア 運転免許の拒否及び保留
運転免許試験に合格した者が，過去に無免許運転
等の交通違反をしたり，交通事故を起こしたりした
ことがあるときは，点数制度によって免許を拒否し
又は６月を超えない範囲で免許を保留することとさ
れている。平成２３年中における新規免許の拒否件数
（点数制度によるものに限る。）は１３５件で，保留件
数は７７６件であった。
イ 運転免許の取消し及び停止
運転免許を受けた者が，運転免許取得後に交通違
反を犯し又は交通事故を起こしたときは点数制度に
より，また，特定の病気，麻薬中毒等一定の事由に
該当することとなったときには点数制度によらず，
その者の運転免許を取り消し又は６月を超えない範
囲で運転免許の効力を停止する処分を行うこととさ
れている。
また，暴走行為を指揮した暴走族のリーダーのよ
うに自ら運転していないものの，運転者を唆して共
同危険行為等重大な道路交通法違反をさせた者に対
しても，運転免許の取消し等を行っている（第１―７
表）。

3運転免許制度の改善
運転免許証更新申請等に係る国民の負担軽減の観
点から，更新申請書に添付する申請用写真の省略
等，運転免許手続における簡素合理化を推進した。
また，障害のある運転免許取得希望者に対する利
便性の向上を図るため，受験者である障害者が持ち
込んだ車両による技能試験の実施，運転適性相談活
動の充実等，障害者に配意した施策を推進した。

4安全運転管理の推進
安全運転管理者及び副安全運転管理者に対する講

取消し
停止

合計
うち初心取消 ９０日以上 ６０日 ３０日 計

４６，３７９ ３，３６２ ６１，３３７ ７２，９１４ ２９２，０９５ ４２６，３４６ ４７２，７２５

第１―７表 運転免許の取消し，停止件数 （平成２３年，件）

注 １ 警察庁資料による。
２ 「初心取消」とは，平成元年の道路交通法改正により導入された初心運転者期間制度による取消しである。
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習を充実するなどにより，これらの者の資質及び安
全意識の向上を図るとともに，事業所内で交通安全
教育指針に基づいた交通安全教育が適切に行われる
よう安全運転管理者等を指導した。
また，安全運転管理者等の未選任事業所の一掃を
図り，企業内の安全運転管理体制を充実強化し，安
全運転管理業務の徹底を図った。
さらに，事業活動に関してなされた道路交通法違
反等についての使用者等への通報制度を十分活用す
るとともに，使用者，安全運転管理者等による下
命，容認違反等については，使用者等の責任追及を
徹底し適正な管理を図った。
事業活動に伴う交通事故防止を更に促進するた
め，映像記録型ドライブレコーダー等，安全運転の
確保に資する車載機器等を効果的に活用した交通安
全教育や安全運転管理の手法等について周知を図っ
た。

⑴安全運転管理者等の現況
安全運転管理者は，道路交通法により，自動車を
５台以上使用する又は乗車定員１１人以上の自動車を
１台以上使用する事業所等において選任が義務付け
られており，また，自動車を２０台以上使用する事業
所には，その台数に応じ，副安全運転管理者を置く
ことが義務付けられている（第１―８表）。
安全運転管理者・副安全運転管理者の年齢別構成
では４０歳代と５０歳代が多く，職務上の地位別構成で
は，安全運転管理者については課長以上が約半数を
占め，副安全運転管理者についても課長以上が４割
以上を占めた（第１―９表）。
⑵安全運転管理者等に対する講習の実施状況
都道府県公安委員会は安全運転管理者の資質の向
上を図るため，毎年１回，自動車及び道路交通に関
する法令の知識，安全運転に必要な知識，安全運転
管理に必要な知識等を内容とした講習を実施した。
平成２２年度における安全運転管理者講習は２，３４８

年 事業所 安全運転管理者 副安全運転管理者 管理下運転者数 管理下自動車台数
か所 人 人 人 台

平成１９ ３３７，７１７ ３３７，７１７ ５８，９３８ ６，５０８，５４５ ４，６６８，７５０
２０ ３３６，４３４ ３３６，４３４ ６０，００４ ６，８５９，３７８ ４，７０２，００５
２１ ３３５，８１７ ３３５，８１７ ６０，５９３ ６，９４７，３１０ ４，６６６，８１３
２２ ３３２，８７０ ３３２，８７０ ６１，０４４ ７，０２２，６７６ ４，６４７，７１５
２３ ３３２，４０７ ３３２，４１４ ６１，３７１ ７，０２４，０５８ ４，６３９，４０９

区分
安全運転管理者 副安全運転管理者

人員（人） 構成率（％） 人員（人） 構成率（％）

年
齢
層
別

２０～２９歳 ６，６２２ ２．０ １，８０１ ２．９
３０～３９歳 ４６，５０４ １４．０ １０，８００ １７．６
４０～４９歳 ９６，０４７ ２８．９ ２１，０２１ ３４．３
５０～５９歳 １１６，８６５ ３５．２ ２３，３７６ ３８．１
６０歳以上 ６６，３７６ ２０．０ ４，３７３ ７．１

３３２，４１４ １００．０ ６１，３７１ １００．０

地
位
別

課長以上 １６０，９９８ ４８．４ ２７，３２０ ４４．５
係長 ２５，４８１ ７．７ １０，６４１ １７．３
主任 ３５，７８３ １０．８ ９，１０２ １４．８
使用者 ６０，３７９ １８．２ １，５７９ ２．６
その他 ４９，７７３ １５．０ １２，７２９ ２０．７

３３２，４１４ １００．０ ６１，３７１ １００．０

第１―８表 安全運転管理者等の年次別推移 （各年３月末）

注 警察庁資料による。

第１―９表 年齢層別及び職務上の地位別正・副安全運転管理者数 （平成２３年３月末）

注 警察庁資料による。
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回実施され，全受講対象者の９８．５％に当たる３２万
５，５１４人が受講し，また，副安全運転管理者講習は
延べ１，９３３回実施され，全受講対象者の９８．３％に当
たる６万３１５人が受講した（第１―１０表）。
⑶安全運転管理者協議会等に対する指導育成
企業等における自主的な安全運転管理を推進する
とともに，安全運転管理者等の資質の向上を図るた
め，安全運転管理者等の組織への加入促進，自主的
な検討会の開催，自動車安全運転センター安全運転
中央研修所における研修の実施，無事故無違反運動
等に対する指導育成等を行った。
都道府県ごとに組織されている安全運転管理者協
議会に対しては，安全運転管理者等研修会の開催，
事業所に対する交通安全診断等の実施を始め，交通
安全教育資料及び機関誌（紙）の発行等について積
極的に指導したほか，同協議会の自主的活動の促進
を図っている。また，同協議会は，全国交通安全運
動等を推進するとともに，職域における交通安全思
想の普及活動に努めた。

5自動車運送事業者の安全対策の充実
事業用自動車の事故削減に向けた取組を一層進め
るべく「今後１０年間で事業用自動車の死者数・人身
事故件数を半減」，「飲酒運転ゼロ」を目標として平
成２１年３月に策定した「事業用自動車総合安全プラ
ン２００９」に基づき，各種取組を進めているところで
ある。
また，本プランの目標を確実に達成するため，
PDCAサイクルに沿った定期的・継続的なチェッ
クを実施し，定期的に，関係者間で施策の進捗状

況，目標の達成状況等を確認するとともに，交通事
故の要因分析も踏まえつつ，必要な場合には新たな
施策を検討していく。
⑴自動車運送事業者等に対する指導監督の充実
事故削減，事後チェック機能の強化及び事業用自
動車の輸送の安全の向上を図るため，自動車運送事
業の監査方針，行政処分基準等を改正し，自動車事
故報告規則（昭和２６運輸省令１０４）に基づく自動車
事故報告書に記載された内容に法令違反の疑いがあ
る事業者等を監査端緒に明確化（H２３．４．１施行）及
び点呼におけるアルコール検知器の備えに対する処
分基準の創設等を行った（平成２３年５月１日施行）。
⑵運行管理の高度化に対する支援の充実
自動車運送事業者における交通事故防止のための
取組を支援する観点から，デジタル式運行記録計等
の運行管理の高度化に資する機器の導入に対する補
助や，外部の専門家等の活用による事故防止のため
のコンサルティングの実施に対する補助を行ってい
る。
⑶運輸安全マネジメント制度の充実
平成１８年１０月より導入した「運輸安全マネジメン
ト制度」により，事業者が経営トップから現場まで
一丸となって安全管理体制を構築し，国がその実施
状況を確認する運輸安全マネジメント評価を２３年１２
月末までに延べ５７８社に対して実施した。
⑷自動車運送事業者に係る事故の要因分析の実施
事業用自動車の事故について，運行管理その他事
業運営等の要因の把握や交通事故発生傾向の分析を
行う観点から，自動車運送事業に係る交通事故要因
分析検討会を開催し，平成２２年中に発生した社会的

年度
安全運転管理者 副安全運転管理者

実施回数 受講対象者
（A）

受講者数
（B）

受講率
（B）／（A） 実施回数 受講対象者

（A）
受講者数
（B）

受講率
（B）／（A）

回 人 人 ％ 回 人 人 ％
平成１８ ２，３５５ ３３４，３９８ ３２７，８３２ ９８．０ １，９５７ ５７，９３８ ５６，５３２ ９７．６
１９ ２，３４５ ３３３，２３３ ３２７，０１６ ９８．１ １，９８２ ５９，０７９ ５７，８９８ ９８．０
２０ ２，３１５ ３３４，７８１ ３２９，３３３ ９８．４ １，９２２ ５９，９０１ ５８，６４８ ９７．９
２１ ２，３２７ ３３０，４３０ ３２６，０５７ ９８．７ １，９２３ ６０，４８３ ５９，５６３ ９８．５
２２ ２，３４８ ３３０，５８５ ３２５，５１４ ９８．５ １，９３３ ６１，３３４ ６０，３１５ ９８．３

第１―１０表 正・副安全運転管理者講習の年度別実施状況 （各年度末現在）

注 警察庁資料による。
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影響の大きい重大事故等のミクロ調査・分析を行っ
た。さらに，トラックの衝突事故の約半数を占める
追突事故を防止するため経営トップ，現場管理者，
運転者それぞれの役割に応じた「追突事故防止マ
ニュアル」を策定した。
⑸運行管理者等に対する指導講習の充実
運行管理者等に対する指導講習について，平成２２
年度に引き続き，模擬点呼の実施や運送事業者の事
故防止に関する取組事例の紹介等講習内容の充実を
図るとともに，視聴覚機材の活用等による効果的な
講習を実施し，過労運転・過積載の防止等運行の安
全を確保するための指導の徹底を図った。
⑹貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進
貨物自動車運送適正化事業実施機関では，貨物自
動車運送事業者について，利用者がより安全性の高
い事業者を選択できるようにするとともに，事業者
全体の安全性向上に資するため，平成１５年度から，
事業者の安全性を正当に評価・認定し，公表する
「貨物自動車運送事業安全性評価事業（Gマーク制
度）」を実施している。平成２３年１２月現在，１７，０８３
事業所に対して「安全性優良事業所（Gマーク認定
事業所）」の認定を行っている。

6交通労働災害の防止等
⑴交通労働災害の防止
全産業で発生した労働災害のうち死亡災害につい
てみると，道路上の交通事故による死亡者は，全体
の死亡者数の２３．３％を占め，特に陸上貨物運送事業
では事業の特性から道路上の交通事故によるものが
４９．６％を占めた（第１―１１表）。

都道府県労働局，労働基準監督署，関係団体を通
じて，平成２０年４月に改正した「交通労働災害防止
のためのガイドライン」に基づき，自動車運転者の
睡眠時間の確保に配慮した適正な労働時間等の管理
及び走行管理の実施等の対策を積極的に推進するよ
う，関係事業者に対し周知徹底することにより，交
通労働災害防止対策の推進を図った。
⑵運転者の労働条件の適正化等
ア 自動車運転者の労働条件確保のための監督指
導等
自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図
り，もって交通労働災害の防止に資するため，自動
車運転者を使用する事業場に対し，監督指導を実施
し（第１―１２表），労働基準法（昭２２法４９）等の関係
法令及び自動車運転者の労働時間等の改善のための
基準（平元労働省告示７）の遵守を図った。
イ 相互通報制度等の活用
交通関係行政機関が，相互通報制度等を活用し，
連携をより一層密にすることにより，協力して自動
車運送事業者等の労務管理及び運行管理の適正化を
図った。

事項
重点対象区分

監督実施
事業場数

改善基準告示
違反事業場数

トラック業 ２，６６６ １，６８７
バス業 １７７ １０９
ハイヤー・タクシー業 ７７９ ３４１
その他 ３７１ １５０

年
全 産 業 陸 上 貨 物 運 送 事 業

労働災害全死者数
（A）

道路上の交通事故
（B）

道路上の交通事故
の比率（B）／（A）

労働災害全死者数
（A）

道路上の交通事故
（B）

道路上の交通事故
の比率（B）／（A）

人 人 ％ 人 人 ％
平成１８年 １，４７２ ３８５ ２６．２ １９８ １２１ ６１．１

１９ １，３５７ ３３７ ２４．８ １９６ １２３ ６２．８
２０ １，２６８ ２８７ ２２．６ １４８ ８２ ５５．４
２１ １，０７５ ２３８ ２２．１ １２２ ６６ ５４．１
２２ １，１９５ ２７８ ２３．３ １５４ ８８ ５７．１
２３ １，０２４ ２３９ ２３．３ １２９ ６４ ４９．６

第１―１２表 自動車運転者を使用する事業場に対する監督
指導結果 （平成２２年）

注 厚生労働省資料による。

第１―１１表 労働災害による死者数中交通事故による死者数の占める割合の推移

注 厚生労働省資料による。
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ウ 労務管理の推進
自動車運転者の労働条件及び安全衛生の確保及び
改善のために，使用者等に対し，自動車運転者時間
管理等指導員により，指導・助言を行った。

7道路交通に関する情報の充実
⑴危険物輸送に関する情報提供の充実等
危険物の輸送中の事故による大規模な災害を未然
に防止するため，関係省庁の密接な連携の下に，危
険物の運送業者に対し適正な運行計画の作成等，運
行管理の徹底，関係法令の遵守，異常・事故発生時
の応急措置を記したイエローカード（緊急連絡カー
ド）の携行及び容器イエローカードの添付等を指導
し，危険物輸送上の安全確保の徹底を図っている。
また，危険物運搬車両の交通事故により危険物の
流出事故等が発生した場合に，安全かつ迅速に事故
の処理等を行うため，危険物災害等情報支援システ
ムを運用し，消防機関に対し，危険物の物性及び応
急措置等の情報提供を行っている。
⑵国際海上コンテナの陸上輸送にかかる安全対策
国際海上コンテナを運ぶコンテナトレーラーの横
転事故は，年間１０件程度発生しており，車体の大き
さや重さ等から，一旦事故が起きると甚大な被害が
生じるおそれがある。
横転事故の要因としては，過積載，荷崩れ，速度
超過など多様であるが，封印された状態で運送され
るという特性上，運転者がコンテナ内の荷物の状況
を把握できないなど，トラック事業者の自助努力の
みでは安全確保が困難な側面がある。このため，平
成２４年３月６日に，荷主をはじめとする関係者に対
し，コンテナの重量や積付けに関する情報を運転者
まで伝達することや，貨物自動車運送事業者が運送
の安全を確保する上で遵守すべき事項などを規定す
る「国際海陸一貫運送コンテナの自動車運送におけ
る安全確保に関する法律案」を国会に提出した。
一方，諸外国からコンテナの重量や積付けに関す
る情報を提供してもらう環境を作るため，平成２３年
１０月に開催された「国際海事機関（IMO），国際労
働機関（ILO），国連欧州経済委員会（UNECE）貨
物輸送ユニットの収納のためのガイドラインの改正

に係る専門家会合」において，我が国から，サプラ
イチェーン全体でコンテナ情報を共有すること等を
当該ガイドラインに盛り込むべく提案を行うなど，
国際ルールの策定に向けて積極的な働きかけを行っ
た。
また，コンテナトレーラーの安全運転速度や是正
すべき偏荷重を把握するための実証実験を実施する
など，国際海上コンテナの総合的な安全対策を実施
するための調査・検討を行った。
⑶気象情報等の充実
道路交通に影響を及ぼす台風，大雨，大雪，津波
等の自然現象について，的確に実況監視を行い，適
時適切な予報・警報等を発表・伝達して，事故の防
止及び被害の軽減に努めた。
ア 気象監視体制の整備
静止地球環境観測衛星「ひまわり８号及び９号」
の製造に平成２１年度から着手し，順調に整備を進め
ている（平成２６年度及び平成２８年度打ち上げ予定）。
イ 気象情報の充実
ア 携帯端末向けの気象ナウキャストの提供
降水，雷，竜巻発生確度の状況及びその１時間先
までの予測について，従来のホームページにおける
提供に加え，携帯端末向けのページによる提供を開
始した。
イ 道路情報提供装置等の整備
安全な通行を確保するため，道路の積雪状況や路
面状況等を収集し，道路利用者に提供する道路情報
提供装置等を整備した。
ウ 地震・津波・火山監視業務の整備
ア 地震・津波監視業務の整備
緊急地震速報の迅速化や精度向上のため，島しょ
部等に新設した地震観測点の活用を行った。
地震・津波に関する防災情報については，津波情
報に活用する国土交通省港湾局が管理している検潮
所や，国土交通省港湾局が設置した全地球測位シス
テム（GPS）波浪計の数を増やし，津波による災害
の発生が予想された際は津波警報・津波注意報を的
確・迅速に発表した。
さらに，関係機関や基盤的調査観測網によるデー
タを収集し，その成果を防災情報等に活用するとと
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もに，地震調査研究推進本部地震調査委員会に提供
するなど，観測・提供体制の連携を進め，地震防災
に資する地震調査研究の推進に努めた。
イ 火山監視体制と噴火時等の避難体制の推進
全国１１０の活火山について，火山活動の監視・評
価の結果に基づき噴火警報等を的確に発表するとと
もに，火山噴火予知連絡会によって「火山防災のた
めに監視・観測体制の充実等が必要な火山」として
選定された４７の火山について，２４時間体制で火山活
動を監視し，平常時からの火山防災協議会（都道府

県，市町村，気象台，砂防部局，火山専門家等で構
成）における避難計画の共同検討を通じて，噴火時
等に必要な防災対応を５段階で示した「噴火警戒レ
ベル」（平成２４年３月末現在，２９火山で提供中）の
導入や改善を推進した。
エ 気象知識の普及等
気象・地象・水象の知識の普及など気象情報の利
用方法等に関する講習会等の開催，広報資料の配布
等を行ったほか，防災機関の担当者を対象に予報，
警報等の伝達等に関する説明会を開催した。

第４節 車両の安全性の確保

1自動車保有台数の推移
平成２３年１２月末現在の自動車保有台数は約７，９２４
万台であり，前年に比べて１５万台（０．２％）増加し，
自動車１台当たりの人口は１．６１人（２３年３月末現在）
である（第１―３８図）。
自動車保有台数を用途別及び車種別にみると，小
型乗用自動車が約２，３１４万台と最も多数を占め，全

自動車台数の２９．２％を占めている。そのほか普通乗
用自動車が約１，７０４万台で２１．５％，軽四輪乗用自動
車が約１，８４９万台で２３．３％となっており，この３車
種で全体の７４．０％を占めている。また，対前年増加
率では，軽四輪乗用自動車２．８％が目立っている（第
１―１３表）。

第１―３８図 自動車保有台数の推移


